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*本資料は、０６年３月期中間決算の業績及び今後の経営戦略等に関する情報の提供を目的としたもので

あり、当社が発行する有価証券への投資を勧誘することを目的としたものではありません。

*本資料は０５年９月３０日現在のデータに基づいて作成されています。

*本資料に記載された意見、計画、予測等は、資料作成時点での当社の判断であり、その実現・達成を保証、

約束するものではなく、また、その情報の正確性、完全性を保証、約束するものではありません。

*本資料に記載された内容は、予告なしに変更されることがあります。
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ジョイントグループの特徴ジョイントグループの特徴

不動産流動化事業不動産流動化事業

０６年３月期売上見込 ４３４億

その他その他
（賃貸仲介、賃貸管理、他）

０６年３月期売上 見込１７８ 億

不動産分譲事業不動産分譲事業

０６年３月期売上見込７４９ 億

・他２事業の自社物件に他社物件を加え、

サポート事業展開

・賃貸マンション・商業施設開発、既存商業物件取得

・Ｊ－ＲＥＩＴ上場

・５０～２００戸の中規模マンション供給

・分譲マンションブランドを“アデニウム”に統一

（注）事業別の売上はセグメント間消去および配賦不能分を含んだ数字です。（注）事業別の売上はセグメント間消去および配賦不能分を含んだ数字です。
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ジョイントグループの強みジョイントグループの強み

スペーシア銀座

不動産不動産仕入・企画・開発仕入・企画・開発
分譲・賃貸物件の開発

ジョイント、エルカクエイ

ＡＭ・ＰＭＡＭ・ＰＭ
資産価値の向上

ジョイント・アセットマネジメント

賃貸仲介賃貸仲介
入居者の確保

ジョイント・レント

建物管理建物管理
資産価値の保全

Ｊ・ＣＯＭＳ

ＡＭフィー収入
当初：アクイジション・フィー

期中：ランニング・フィー

出口：ディスポジション・フィー

随時：アドバイザリー･フィー

ＰＭフィー収入

仲介手数料

管理収入

不動産売却収入

賃料収入

◆◆ 開発力をコアに不動産へのニーズをワン・ストップで満たす開発力をコアに不動産へのニーズをワン・ストップで満たす
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ⅠⅠ．２００６年３月期上期．２００６年３月期上期のの総括総括
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２００６年３月期上期の総括２００６年３月期上期の総括
◆◆ ハイライトハイライト

３．３．エルカクエイ更生手続の早期終結エルカクエイ更生手続の早期終結

５．エクイティ５．エクイティファイナンスファイナンス

６．６．大阪営業所開設大阪営業所開設

１．１．中間決算大幅増益中間決算大幅増益

２．２．Ｊ－ＲＥＩＴ上場Ｊ－ＲＥＩＴ上場

４．４．業績見通し上方修正業績見通し上方修正
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◆◆ 業績（連結）業績（連結）

１１３．６％増

２５．２％増

当初

予算比

経常利益

売 上 ０．１％減８８．５％増７４１億円

８．３％増１２１．２％増７６億円

前年同期比
9月5日修正
予算比

０６年３月期中間

主な要因主な要因
不動産流動化事業
売上伸び率183％ 営業利益伸び率88％ （前年同期比）
ジョイント･リート投資法人向けを含め、不動産売却収入が大幅に増加

好採算のフィー収入、賃料収入、SPC配当が増加

不動産分譲事業

粗利益率、販管費率ともに改善

マンション引渡の平準化

都心を中心にマンションの販売環境が改善

２００６年３月期上期の総括２００６年３月期上期の総括
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２００６年３月期上期の総括２００６年３月期上期の総括
◆◆ 連結損益計算書（前年連結損益計算書（前年同期同期比較）比較）

（単位：百万円）

・エルカクエイの更生債権早期弁済差益
76億を特別利益として計上7,09112.08,9304.71,838中間純利益

4,21310.47,6908.83,477経 常 利 益

4,85412.29,06610.74,211営 業 利 益

・販管費率の低い流動化事業の大幅

売上増
2,0808.66,38511.04,304販 管 費

6,93520.815,45121.78,516売上総利益

・前期は好採算の物件が原価低減に

寄与
27,87879.258,68478.330,806売 上 原 価

・流動化事業（105億→299億）
・分譲事業 （223億→368億）

34,81374,13639,322売 上

主な理由差異
構成
比

０６年３月期

中間

構成
比

０５年３月期

中間
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２００６年３月期上期の総括２００６年３月期上期の総括
◆◆ 事業別収益（連結）事業別収益（連結）

1.5p7.1%1775821,0258,174その他

---△373-△861
セグメント間消去

配賦不能

前年比前年比

不動産分譲事業

合 計

営業利益率営業利益売 上

4,854

1,925

34,813

14,491

2,51619,390

9,066

3,451

5,404不動産流動化事業

2.5p9.4%36,852

74,136

29,971 △9.3p18.0%

1.5p12.2%

前年比

（単位：百万円）
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２００６年３月期上期の総括２００６年３月期上期の総括
（単位：百万円）

4,156

9,137

9,063

74

310

△5,290

△20,890

15,599

4,156

2,837

△1,052

△5,973

8,344

増減額

・エルカクエイ、更生債権195億を早期弁済

・エルカクエイ、更生債権弁済資金として約60億を借入

・出資金戻り

備 考

182,840

33,670

25,998

7,672

631

148,538

53,664

94,873

182,840

9,846

10,072

131,162

31,759

金 額

０５年３月期

100.0%

18.4%

0.4%

81.2%

51.9%

100.0%

71.7%

構成比

100.0%

22.9%

0.5%

76.6%

59.1%

100.0%

66.9%

構成比

186,997

42,808

35,061

7,746

941

143,247

32,774

110,473

186,997

12,683

9,020

125,188

40,104

金 額

０６年３月期
中間

資本合計

負債合計

その他負債

負債、少数株主持分
及び資本合計

その他

資 本 金

少数株主持分

有利子負債

資産合計

固定資産

その他流動資産

たな卸資産

現 預 金

◆◆ 連結貸借対照表連結貸借対照表
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２００６年３月期上期の総括２００６年３月期上期の総括
◆◆ 不動産流動化事業

・市場の好環境を反映し、売却収入が大幅に増加 （94億→271億） ※前年同期比

・好採算のAM・PMフィー、棚卸物件賃料、SPC配当金も大きく増加

・外部からの引合いが活発、予算外の物件を売却

不動産流動化事業

Ｊ－ＲＥＩＴ上場Ｊ－ＲＥＩＴ上場のの流動化事業へのインパクト流動化事業へのインパクト（今期）

売上 ９０億 → 粗利益 ２０億

（不動産売却、ＡＭフィー、ＳＰＣ配当金・分配金）
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２００６年３月期上期の総括２００６年３月期上期の総括

・７月２８日上場 （資産規模 ４１４億円）

・７月にＪ－ＲＥＩＴ４銘柄の上場が集中、

市場は調整局面を迎えたが、安定したパフォーマンスを維持

現在の状況現在の状況

・早期に１，０００億円

残高目標値残高目標値

◆◆ Ｊ－ＲＥＩＴ立上げＪ－ＲＥＩＴ立上げ

・グループ仕入情報の充実

・物件の安定した供給先の確保（パイプライン契約）

・関連業務（ＡＭ、ＰＭ業務等）のグループ企業への取り込み

流動化事業への流動化事業への貢献度貢献度

Ｊ－ＲＥＩＴ市場Ｊ－ＲＥＩＴ市場““調整調整”” 流動化事業への影響
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２００６年３月期上期の総括２００６年３月期上期の総括
◆◆ 不動産分譲事業不動産分譲事業

契約件数 前年比前年比 ３３％％減減

完成在庫 ３３７７戸戸 （０５/３月末 １４６戸）

契約率 ８８３３％％ （前年同期 ７５％）
※来期分契約済来期分契約済 １３１３４４戸戸 ４４５５億円億円

ネット契約占有率 ２５．１％２５．１％

0

5

10

15

20

25

30

02/3期 03/3期 04/3期 05/3期 06/3期（中間）

ネット契約占有率（各期累計）

※インターネット営業をきっかけに
モデルルームに来場し、契約に至った比率

マンション 完成在庫・契約の状況
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２００６年３月期上期の総括２００６年３月期上期の総括
◆◆ エルカクエイエルカクエイ

当期純利益累計推移

0

20

40

60

80

100

02/3期 03/3期 04/3期 05/3期 06/3期見込

（億円）

当期純利益

更生計画当期純利益

・２０００年 ５月 更生手続開始決定

・２００１年 ７月 ジョイントがスポンサーに

・２００５年２００５年 ７月７月 更生手続終結更生手続終結、更生債権早期弁済、更生債権早期弁済（一部債権を除く）
※更生債権の当初返済期限は2016年

[Ｐ/Ｌ]

早期弁済差益７６億円を特別利益として計上

[Ｂ/Ｓ]

更生債権２４５億円中１９５億円を早期弁済

弁済資金約６０億円を金融機関から借入
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２００６年３月期上期の総括２００６年３月期上期の総括
◆◆ 今期業績予想の上方修正今期業績予想の上方修正

①①６月３０日６月３０日

理由 エルカクエイの更生計画終結に伴う更生債権早期弁済差益（特別利益）

②②９月５日９月５日

理由 流動化事業：Ｊ－ＲＥＩＴ、私募ファンド等の物件取得意欲が依然強い

予算外の物件を売却
売却物件価格が想定を上回る
フィー収入（ＡＭ・ＰＭ等）の順調な伸び

４０億円９０億円５０億円当期純利益

修正幅修正後修正前

８３億円１，３４０億円１，２５７億円売上

１７億円１０８億円９１億円経常利益

修正幅修正後修正前
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２００６年３月期上期の総括２００６年３月期上期の総括
◆◆ エクイティエクイティファイナンスファイナンス

目的：好調な市場環境を捉え、流動化事業を一層加速化目的：好調な市場環境を捉え、流動化事業を一層加速化

（用地・物件仕入額の拡大）（用地・物件仕入額の拡大）

調達資金の主な使途

１．ＳＰＣ出資等（オフバランス）

２．棚卸資産取得資金（オンバランス）

取得用地・物件の特性に応じてオフバランス、オンバランスを使い分け取得用地・物件の特性に応じてオフバランス、オンバランスを使い分け

１６０１６０億円を調達億円を調達
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２００６年３月期上期の総括２００６年３月期上期の総括
◆◆ エクイティファイナンスによるバランスシートの充実エクイティファイナンスによるバランスシートの充実

22,660

25,830

△3,438

12,027

22,660

22,339

増減額

182,840

33,670

148,538

94,873

182,840

131,161

金 額

０５年３月期

100.0%

18.4%

81.2%

51.9%

100.0%

71.7%

構成比

100.0%

29.0%

70.6%

52.0%

100.0%

74.7%

構成比

205,500

59,500

145,100

106,900

205,500

153,500

金 額

０６年３月期
見込

資本合計

負債合計

負債、少数株主持分
及び資本合計

有利子負債

資産合計

たな卸資産

（単位：百万円）
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２００６年３月期上期の総括２００６年３月期上期の総括
◆◆ エクイティファイナンスによる業績ポテンシャルエクイティファイナンスによる業績ポテンシャル

（試（試 算）算）

１．１．ＳＰＣへＳＰＣへ５５０億円出資０億円出資
⇒⇒平年度ベース１０億円程度の配当平年度ベース１０億円程度の配当
２．棚卸資産５０億円取得２．棚卸資産５０億円取得
⇒⇒営業利益率約１０％営業利益率約１０％

（前（前 提）提）

１．ＳＰＣを組成してエクイティを拠出

資金を主に新規開発に充当し、竣工後、一定期間賃貸収入を得る

トラックレコードを確立した後に売却

２．新規物件開発、既存物件取得 売却

※上記数字はあくまでも試算であり、業績予想ではありません。
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２００６年３月期上期の総括２００６年３月期上期の総括
◆◆ 大阪営業所開設大阪営業所開設

・１０月３日開設・１０月３日開設

・・目的：目的： 流動化事業流動化事業

東京は取得競争が過熱化

関西は既に進出済み、一層の事業拡大を図る

分譲事業分譲事業

首都圏以外の事業展開に備え物件情報を収集
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ⅡⅡ．．中期計画中期計画
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中期計画中期計画
◆◆ 業界を取り巻く環境業界を取り巻く環境 〔〔最近の状況最近の状況〕〕

成成

熟熟

成成

長長

・用地取得競争、入札での高値応札

・厳しい販売競争の継続

・団塊ジュニア層の

住宅一次取得世代入り

・低金利継続

・都心での供給一服、

販売価格上昇

マ
ン
シ
ョ
ン
分
譲

・上場相次ぎ、Ｊ－ＲＥＩＴ選別の時代へ

・Ｊ－ＲＥＩＴ市場の調整

・賃貸マンションの供給過剰感

・運用資金流入継続

・金融機関の積極的融資姿勢

・他の運用商品と比べ有利な利回り

不
動
産
証
券
化

不
動
産
流
動
化

ネガティブ要因ポジティブ要因
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中期計画中期計画
◆◆ 基本方針基本方針

１．１．不動産流動化事業不動産流動化事業
グループ成長の中核事業

調達資金を活かし、一層の加速化

好環境を捉え積極的に全国展開

成長市場成長市場

２．２．不動産不動産分譲分譲事業事業
安定供給・安定成長（利益率重視）

開発地域の拡大

成熟市場成熟市場

３．Ｊ－ＲＥＩＴ資産規模拡大３．Ｊ－ＲＥＩＴ資産規模拡大
出口戦略の多様化

グループ仕入情報の一層の充実
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中期計画中期計画
◆◆ 不動産流動化事業不動産流動化事業

253億
53%

439億
100%379億

100%

54億

25億

21億

0

100

200

300

400

500

06年3月期 07年3月期 08年3月期

（億円）

フィー、配当

売上計画

仕入進捗率

仕入進捗率仕入進捗率（（９９月末）月末）

注）上記仕入進捗率は、売上に換算して表示しております。

434億（見込）
460億（計画）

500億（計画）

05/3月末
390億
89％

05/3月末
120億
25％
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中期計画中期計画
◆◆ 不動産流動化事業不動産流動化事業

流動化資産残高流動化資産残高（９月末（９月末 １１,,１１３１１３億円億円））

住居
（オンバランス）

３５．６％
395億

商業等
（オンバランス）

５２．０％
578億

商業等
（オフバランス）

９．６％
106億

住居
（オフバランス）

２．８％
31億

オンバランス資産オンバランス資産

オフバランス資産オフバランス資産
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中期計画中期計画

注）上記仕入進捗率は、売上に換算して表示しております。

351億
42％

770億
100％

749億
100％

830億（計画）

770億（計画）749億（見込）

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

06年3月期 07年3月期 08年3月期

（億円）

売上計画

仕入進捗率

仕入進捗率仕入進捗率（９月末）

05/3月末
470億
61％ 05/3月末

330億
40％
（※）

（※）一部物件（目黒Ⅴ139億）を
流動化事業へ転換

◆◆ 不動産分譲事業不動産分譲事業
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中期計画中期計画
◆◆ 連結損益計算書連結損益計算書（０（０５５年３月期～０８年３月期）年３月期～０８年３月期）

1,838

3,477

4,211

8,516

39,322

金 額

０５年３月期中間

4.7%

8.8%

10.7%

21.7%

100.0%

売 上
比 率

8,930

7,690

9,066

15,451

74,136

金 額

０６年３月期中間

12.0%

10.4%

12.2%

20.8%

100.0%

売 上

比 率

10,300

10,800

13,700

27,500

134,000

金 額

０６年３月期見込
※※２００５年９月５日修正２００５年９月５日修正

7.7%

8.1%

10.2%

20.5%

100.0%

売 上

比 率

０８年３月期計画

※２００５年５月発表

4.7%

8.1%

10.3%

20.0%

100.0%

売 上
比 率

7,5004.3%6,200当期純利益

13,0007.6%11,000経 常 利 益

16,50010.0%14,500営 業 利 益

32,00019.7%28,500売上総利益

160,000100.0%145,000売 上

金 額
売 上
比 率

金 額

０７年３月期計画

※２００５年５月発表

（単位：百万円）
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中期計画中期計画
◆◆ 連結売上の内訳連結売上の内訳（０５年３月期～０８年３月期）（０５年３月期～０８年３月期）

（単位：百万円）

39,322

△768

40,091

7,179

22,361

10,550

売上

０５年３月期中間

-

-

100.0
%

17.9%

55.8%

26.3%

構成
比

10.7
%

-

-

5.1%

7.3%

25.0
%

営
業
利
益
率

-
100.0
%

163,800-
100.0
%

148,800-
100.0
%

136,188-
100.0
%

74,998計

--△3,800--△3,800--△2,188--△861
ｾｸﾞﾒﾝﾄ間
消去、
配賦不能

-

18.8%

構成
比

50.7%

30.5%

-

17.3%

51.7%

30.9%

構成
比

-

13.1%

55.0%

31.9%

構成
比

-

10.9%

49.1%

40.0%

構 成
比

74,136

8,174

36,852

29,971

売上

０６年３月期中間

12.2

%

7.1%

9.4%

18.0

%

営
業
利
益
率

160,000

30,800

83,000

50,000

売上

０８年３月期計画
※２００５年５月発表

10.3

%

11.0

%

7.6%

18.0

%

営
業
利
益
率

合計

その他

不動産
分譲
事業

不動産
流動化
事 業

10.0

%
145,000

10.6

%
134,000

11.2

%
25,8007.5%17,824

7.5%77,0006.9%74,914

17.6

%
46,000

18.6

%
43,451

営
業
利
益
率

売上

営
業
利
益
率

売上

０７年３月期計画
※２００５年５月発表

０６年３月期見込
※※２００５年９月５日修正２００５年９月５日修正
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830740 770749661

308
258

178
162

191

500

460
434356

169

0

200

400

600

800

1000

1200

1400

1600

1800

(億円)

不動産流動化事業

その他

不動産分譲事業

◆◆ 連結売上の内訳連結売上の内訳（０５年３月期～０８年３月期）（０５年３月期～０８年３月期）

中期計画中期計画

964964億億

1,3401,340億億

1,4501,450億億

1,6001,600億億

05/3 06/3（見込）
※※２００５年９月５日２００５年９月５日

修正修正

08/3（計画）
※２００５年５月発表

07/3（計画）
※２００５年５月発表

06/3（当初計画）
※２００５年５月発表

1,2571,257億億

（注）事業別の売上はセグメント間消去および配賦不能分を含んだ数字です。（注）事業別の売上はセグメント間消去および配賦不能分を含んだ数字です。
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中期計画中期計画

6355 585253

34

18
29

1310

90

62

81

80

32

0

50

100

150

200
（億円）

不動産流動化事業

その他

不動産分譲事業

◆◆ 事業別営業利益額事業別営業利益額（０５年３月期～０８年３月期）（０５年３月期～０８年３月期）

9393億億

137137億億

145145億億

165165億億

119119億億

05/3 06/3（見込）
※※２００５年９月５日２００５年９月５日

修正修正

08/3（計画）
※２００５年５月発表

07/3（計画）
※２００５年５月発表

06/3（当初計画）
※２００５年５月発表

（注）事業別の営業利益額はセグメント間消去および配賦不能分を含んだ数字です。（注）事業別の営業利益額はセグメント間消去および配賦不能分を含んだ数字です。
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中期計画中期計画
◆◆ 連結経常利益連結経常利益

53

65
7575

91

110

130

108

0

50

100

150

05/3 06/3（見込） 07/3（計画） 08/3（計画）

（億円）
前回発表中期計画
新中期計画
05/9/5修正後見込

+42+42％％

++6666％％ +47+47％％

中期計画改定の主な要因
■不動産流動化事業の売上大幅増

（06年：150億円→434億円、07年：150億円→460億円）

中期計画改定の主な要因
■不動産流動化事業の売上大幅増

（06年：150億円→434億円、07年：150億円→460億円）

※※２００５年５月発表２００５年５月発表※※２００５２００５年年９９月月５５日修正日修正 ※※２００５年５月発表２００５年５月発表
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『経営理念』
地域の特性に見合った良質な「住まい」を
リーズナブルな価格で提供し、
地域社会へ貢献していきます。

『行動指針』
一．常に、お客様に愛される企業をめざせ
一．常に、柔軟な発想を持て
一．常に、一歩前へ
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問合せ先

株式会社ジョイント・コーポレーション

広報・ＩＲ室 江口

０３－５７５９－８８７４

h-eguchi@jointcorporation.co.jp
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